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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年５月期 37,207 △0.8 4,348 △2.3 4,597 △0.6 3,032 △0.6

2023年５月期 37,509 － 4,451 － 4,624 － 3,051 －

（注）包括利益 2024年５月期 3,476百万円（14.3％） 2023年５月期 3,041百万円 （△1.9％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2024年５月期 193.62 － 9.7 11.4 11.7

2023年５月期 195.32 － 10.6 11.8 11.9

（参考）持分法投資損益 2024年５月期 108百万円 2023年５月期 94百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年５月期 41,423 32,592 78.7 2,078.04

2023年５月期 39,194 29,869 76.2 1,910.56

（参考）自己資本 2024年５月期 32,583百万円 2023年５月期 29,861百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2024年５月期 3,940 △941 △1,058 17,935

2023年５月期 1,382 △1,487 △924 15,994

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2023年５月期 － 0.00 － 50.00 50.00 803 25.5 2.7

2024年５月期 － 0.00 － 55.00 55.00 884 28.4 2.8

2025年５月期（予想） － 25.00 － 40.00 65.00 30.4

１．2024年５月期の連結業績（2023年６月１日～2024年５月31日）

（注）添付資料18ページ「（３）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、遡及処理を行
い、2023年５月期の各数値は遡及適用後の数値を記載しており、対前期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

（注）添付資料18ページ「（３）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、遡及処理を行

い、2023年５月期の各数値は遡及適用後の数値を記載しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 38,500 3.5 4,850 11.5 4,950 7.7 3,350 10.5 213.90

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無

②  ①以外の会計方針の変更              ： 有

③  会計上の見積りの変更                ： 無

④  修正再表示                          ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2024年５月期 16,078,920株 2023年５月期 16,078,920株

②  期末自己株式数 2024年５月期 398,869株 2023年５月期 449,402株

③  期中平均株式数 2024年５月期 15,661,776株 2023年５月期 15,624,348株

３．2025年５月期の連結業績予想（2024年６月１日～2025年５月31日）

（注）当連結グループの売上高は主要顧客である中央省庁及び地方自治体への納期が年度末に集中することから下半期に
偏重しており、上半期の業績予想が極めて困難な状況にあります。したがいまして、第２四半期連結累計期間の業
績予想を公表しておりません。

※  注記事項

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（３）発行済株式数（普通株式）

（注）当社及び連結子会社は信託による株式報酬制度を導入しており、期末自己株式数には、当該信託が所有す
る当社株式（2024年５月期 397,858株、2023年５月期 448,735株）が含まれております。また、当該信託
が所有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（2024年５月
期 416,249株、2023年５月期 453,926株）。



（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年５月期 1,903 3.1 1,417 8.6 1,439 8.9 1,435 8.7

2023年５月期 1,846 10.2 1,304 9.3 1,321 10.0 1,320 10.4

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2024年５月期 91.66 －

2023年５月期 84.52 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年５月期 26,479 26,200 98.9 1,670.93

2023年５月期 25,859 25,417 98.3 1,626.26

（参考）自己資本 2024年５月期 26,200百万円 2023年５月期 25,417百万円

（参考）個別業績の概要

１．2024年５月期の個別業績（2023年６月１日～2024年５月31日）

（２）個別財政状態

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績等の概況　（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。

なお、当社は純粋持株会社でありますので、2025年５月期の個別業績予想については、記載を省略しております。
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１．経営成績等の概況

（１）経営成績に関する分析

①当連結会計年度の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、半導体の供給制約の緩和等に伴う輸出の増加やインバウンド需要の回復

等により、景気には緩やかな改善傾向が見られました。一方で、大幅な円安進行や地政学的リスクによる資源エネ

ルギー及び原材料価格の高止まりや海外景気の下振れが国内景気を下押しするリスクにもなっており、依然として

先行きについては不透明な状況が続いております。

当連結グループが属する建設コンサルタント業界の経営環境は、2023年度当初予算における基本方針として「国

民の安全・安心の確保」「経済社会活動の確実な回復と経済好循環の加速・拡大」「豊かで活力ある地方創りと分

散型国づくり」の３つの柱が掲げられ、国土交通省において前年度と同様に比較的厚めの公共事業関係予算が組ま

れたことに加えて、同年度補正予算においても、「国土強靭化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する」と

して、１兆５千億円余りの予算が計上されるなど、国内事業については、安定的な業務量の確保が可能な状況が続

きました。

また、海外事業におきましても、新型コロナ感染症による規制が解除され、徐々に改善傾向にあります。

このような状況の中、中期経営計画３年目にあたる当期におきましては、１．既存事業強化とサービス領域の拡

充、２．多様化するニーズへの対応力強化、３．環境変化に柔軟に対応できる経営基盤の構築という、第５次中期

経営計画における３つの基本方針のもと、以下の５つの取り組みを重点的に進めてまいりました。

a.事業戦略強化と事業領域の拡大

３つのコア・コンピタンスを基盤に、最先端技術を取り入れ、国土強靭化、老朽化するインフラ・メンテナン

ス、環境に配慮した社会インフラの整備やＣМ等の行政支援サービスを深化させ、事業戦略を強化するととも

に、事業領域の拡大を目指す。

b.バリューチェーンの全社最適化と経営管理機能の強化

多様化するニーズへの対応力を強化すべく、ＤＸにより経営管理、組織管理に必要な数値の見える化を実施し、

バリューチェーンにおける効率的・効果的なマネジメントを可能とするシステムの抜本的な再構築に取り組み、

経営管理、組織管理に必要な数値の見える化を具体的に進め、生産性向上に努める。また、コーポレート・ガバ

ナンス・コードの要請に真摯に対応し、経営管理機能の強化を図るとともに、社内の各委員会を厳格に運用する

ことで、取締役会の監督機能の一層の高度化に取り組む。

c.資本コストや株価を意識した経営

資本効率性やＰＢＲ（株価純資産倍率）、ＲＯＥ（自己資本利益率）を意識した経営を実践し、企業価値向上に

資するため、自社の資本コスト等を的確に把握し、その内容や市場評価に関して、取締役会にて分析・評価を行

い改善に向けた「成長投資」、「人的資本投資」等を策定・実践することにより持続的な成長を図り企業価値の

向上に取り組む。

d.サプライチェーンにおける人権の尊重

当社では、2022年９月に日本政府が決定した「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドラ

イン」に沿って、2022年12月１日付で公表した人権方針に基づき、定期的に人権デューデリジェンスを実施し、

人権侵害に係る救済プロセスを適切に進める。

e.サステナビリティへの取り組み

事業環境の変化に柔軟に対応すべく、サステナビリティ＆ＥＳＧの観点をより一層重視し、持続可能な社会の実

現に取り組むべく、「気候変動に対する対応」と「人的資本経営に対する対応」を４つの要素（ガバナンス・戦

略・リスク管理・指標と目標）に沿って、開示するとともに課題解決を進める。

これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、受注高につきましては安定的な事業環境を背景に、期初計画並び

に前連結会計年度実績を僅かながらも上回る387億49百万円（前連結会計年度比101.3％）を確保いたしました。

生産高は、手持ち業務の着実な消化に努めたことにより372億94百万円、売上高につきましては、大型案件を含

む一部業務の工期延伸等があったこと等から、372億７百万円（前連結会計年度は375億９百万円）となりました。

損益面においては、発注単価見直しによる原価低減効果の発現や生産効率改善に努めたことから、売上原価率は

66.5％と前連結会計年度に比べて0.1ポイント改善となったものの、販売費及び一般管理費が、ＤＸ関連投資に伴

うランニング経費等の発生により前連結会計年度に比して45百万円増加したこと等により、営業利益43億48百万円

（同44億51百万円）、経常利益45億97百万円（同46億24百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益は30億32百万

円（同30億51百万円）となり、いずれも期初計画を若干下回る水準に留まりました。

なお、当連結会計年度の期首より、受注前の営業活動に係る費用の一部の会計処理について、会計方針を変更し

ているため、受注高以外の数値は、前連結会計年度比ではなく、前連結会計年度実績を参考値として記載しており

ます。

また、当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみの単一セグメントでありますので、セ

グメント別の業績は記載しておりません。
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②次期の業績見通し

当業界をとりまく今後の経営環境につきましては、2024年度の国土交通省の予算において、公共事業関係費予算

は、前年度とほぼ同水準となり、また、「防災・減災、国土強靱化の強力な推進」や「持続可能なインフラ・メン

テナンスの実現」、「防災・減災対策、老朽化対策等に対する集中的支援」、「社会資本整備の戦略的かつ計画的

な推進」、「グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）の推進」といった当連結グループの事業に関連する予算

については前年度を上回る規模となるなど、国内事業については、次期におきましても安定的な業務量の確保が可

能な状況が見込まれます。

当連結グループは、2025年５月期を最終年度とする第５次中期経営計画において、連結業績目標を「売上高385

億円、営業利益48.5億円、親会社株主に帰属する当期純利益33.5億円、自己資本利益率（ＲＯＥ）10％以上」と設

定し、事業拡大に取り組んでおりますが、最終年度となる次期におきましては、当該各目標数値を達成するため、

引き続き、１）既存事業強化とサービス領域の拡充、２）多様化するニーズへの対応力強化、３）環境変化に柔軟

に対応できる経営基盤の構築という、第５次中期経営計画における３つの基本方針のもと、以下の４つの取り組み

を重点的に進めてまいります。

a.事業戦略強化と事業領域の拡大

当連結グループのコア・コンピタンスである「防災・保全」「環境」「行政支援」に関する技術をＡＩ等の最先

端技術を取入れながら強化するとともに、Ｍ＆Ａの推進により市場の拡大を進める。

b.バリューチェーンの全社最適化と経営管理機能の強化

経営データのＤＸにより、経営管理、組織管理に必要な数値の見える化を実施し、バリューチェーンにおける効

率的・効果的なマネジメントによる運用・効果検証を進めるとともに月次管理会計を徹底し、適時適確な経営管

理を実践する。

c.資本コストや株価を意識した経営

資本コストを意識した経営を継続し、資本コストの低減、資産構成の見直しも検討事項に加えＲＯＥの向上に努

めるとともに、投資効率の向上を目指して、業務プロセス改善を進め、ＰＢＲ（株価純資産倍率）１倍以上とな

るよう、企業価値向上に努める。

ｄ.サステナビリティへの取り組み

サステナビリティ＆ＥＳＧの観点をより一層重視し、持続可能な社会の実現と企業価値向上に取り組むべく、

「気候変動に対する対応」と「人的資本経営に対する対応」を４つの要素（ガバナンス・戦略・リスク管理・指

標と目標）に沿って開示するとともに、課題解決を進める。特に人的資本経営においては、人材育成、エンゲー

ジメント、人的資本の流動性、ダイバーシティ、健康・安全、労働慣行、コンプライアンス・倫理の７分野にお

いて必要項目を精査し評価していく。

2025年５月期の業績に関しましては、国内においては引き続き比較的好調な受注環境の継続が見込まれる一方、

受注残高が期首時点で277億12百万円と前年に比して15億円余り増加していること等を踏まえ、受注高について

は、当期とほぼ同水準の385億円（前連結会計年度比99.4％）、売上高については、繰越業務の早期完成並びに受

注から完成までのリードタイムを適切に管理し着実な業務消化に努めることで、当期を若干上回る385億円（同

103.5％）、また損益面に関しましては、次期においても賃上げ等の処遇改善を実施することによる原価率上昇要

因が継続するものの、ＤＸ活用等により生産効率の改善を進めるとともに販売費及び一般管理費の支出抑制に努め

ることにより、営業利益48億50百万円（同111.5％）、経常利益49億50百万円（同107.7％）、親会社株主に帰属す

る当期純利益33億50百万円（同110.5％）を見込んでおります。

なお、連結グループでは、主として顧客に成果品を納品した時点で収益を認識することとしており、主要顧客で

ある中央省庁及び地方自治体への納期が年度末に集中することから、売上高は下半期に偏重しており、上半期の業

績予想が極めて困難な状況にあります。したがいまして、第２四半期連結累計期間の業績予想を公表しておりませ

ん。
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2020年

５月期

2021年

５月期

2022年

５月期

2023年

５月期

2024年

５月期

自己資本比率（％） 65.2 68.0 70.2 76.2 78.7

時価ベースの自己資本比

率（％）
34.1 45.3 45.8 59.1 67.5

キャッシュ・フロー対有

利子負債比率（年）
0.3 0.3 0.6 0.3 0.1

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
320.3 274.8 87.2 112.5 288.7

（２）財政状態に関する分析

当連結会計年度末の財政状態は、資産が414億23百万円（前連結会計年度末比105.7％）、負債が88億31百万円

（同 94.7％）、純資産が325億92百万円（同 109.1％）となりました。

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純

利益45億87百万円、減価償却費６億19百万円、売上債権及び契約資産の減少６億49百万円、契約負債の減少２億81

百万円、仕入債務の減少１億59百万円、法人税等の支払額10億19百万円等により、39億40百万円の増加となりまし

た。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得により５億10百万円、無形固定資産の取得により

６億92百万円、それぞれ減少したこと等により、９億41百万円の減少となりました。財務活動によるキャッシュ・

フローは、長期借入金の返済により２億29百万円、配当金の支払いにより８億３百万円それぞれ減少したこと等に

より、10億58百万円の減少となりました。

この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末と比べ19億40百万円増加し、179

億35百万円となりました。

当連結グループのキャッシュ・フロー指標は、以下のとおりであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１　各数値は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

２　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

３　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上され

ている「営業活動によるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対して長期的な安定した利益還元の継続が株主価値の増大に繋がるものと認識しておりま

す。利益配分に関する基本方針としましては、中長期的な視点にたち、利益の再投資を通じて株主価値の向上を図

るとともに、株主の皆様への直接的な利益還元には配当等で応えるなど、総合的な観点から利益配分を行ってまい

ります。なお、当面の配当政策につきましては、株主資本配当率3.0％を目安に、事業環境・利益水準・配当性向

等を総合的に勘案し決定していく方針です。

このような方針のもと、当期の剰余金の配当につきましては、当期のグループ業績等を勘案し、期末配当として

当初予定通り１株につき55円を予定しております。

なお、本日開催の取締役会において、2025年５月期以降の配当政策の変更について決議しております。詳細につ

きましては、本日開示済みの「株主優待制度廃止並びに配当政策の変更に関するお知らせ」をご参照ください。

次期の配当につきましては、変更後の配当政策に基づき、年間配当65円（中間配当25円、期末配当40円）とする

ことを予定しております。
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区分及び主要事業 会社名

グループ全体を管理・統括する持株会社 Ｅ・Ｊホールディングス㈱(当社)

総合建設
コンサルタント事業

建設コンサルタント業務

建設コンサルタント
※１　㈱エイト日本技術開発
※１　日本インフラマネジメント㈱
※１　㈱近代設計
※１　㈱共立エンジニヤ
※１　共立工営㈱
※１　都市開発設計㈱
※１　㈱北海道近代設計
※１　㈱アークコンサルタント
※１　㈱アイ・デベロップ・

コンサルタンツ
※１　㈱二神建築事務所
※１　㈱ダイミック
※１　EJEC(Thailand) Co.,Ltd.
※２　㈱エンジョイファーム他６社
※３　㈱演算工房

補償コンサルタント

調査業務

測量

地質調査

２．企業集団の状況

当グループは、当社及び当社の関係会社21社(連結子会社12社、非連結子会社７社、関連会社１社、その他の関係会社

１社)によって構成されております。

当社は純粋持株会社であり、グループ経営管理を行っております。

連結子会社は、官公庁の公共事業等において、企画から施工監理までを一貫して提供できる総合建設コンサルタント

事業を行っております。総合建設コンサルタント事業には、企画・計画、設計、診断、マネジメント、発注者支援、補

償コンサルタント等の建設コンサルタント業務と測量、地質調査等の調査業務とがあり、株式会社エイト日本技術開発

は総合建設コンサルタント事業全般を行い、他の連結子会社は各社の強みとする分野を中心に事業を行っております。

当連結会計年度末における、事業内容と当社及び連結子会社等の位置付けは次のとおりであります。

※１　連結子会社

※２　持分法非適用非連結子会社

※３　持分法適用関連会社

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、日本基準を適用することが最も合理的であると考えていることから、日本基準を適用しております。

ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）については、情報収集、研究を進めておりますが、今後の適用については未定であり

ます。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年５月31日)

当連結会計年度
(2024年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,092 19,186

売掛金 4,429 3,943

契約資産 1,065 904

有価証券 100 －

棚卸資産 ※３,※４ 2,913 ※３,※４ 2,924

前渡金 42 94

前払費用 462 617

その他 386 491

貸倒引当金 △6 △8

流動資産合計 26,485 28,151

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,906 5,871

減価償却累計額 △3,175 △3,203

建物及び構築物（純額） ※２ 2,731 ※２ 2,668

機械装置及び運搬具 259 265

減価償却累計額 △223 △232

機械装置及び運搬具（純額） 36 32

工具、器具及び備品 2,185 2,150

減価償却累計額 △1,687 △1,744

工具、器具及び備品（純額） 497 405

リース資産 88 132

減価償却累計額 △24 △48

リース資産（純額） 64 84

土地 ※２ 2,335 ※２ 2,333

建設仮勘定 0 247

有形固定資産合計 5,666 5,772

無形固定資産

のれん 741 621

その他 1,077 1,510

無形固定資産合計 1,818 2,131

投資その他の資産

投資有価証券 ※１ 3,004 ※１ 3,161

固定化営業債権 1 －

投資不動産 788 789

減価償却累計額 △355 △364

投資不動産（純額） 432 424

繰延税金資産 266 226

退職給付に係る資産 114 143

その他 ※１ 1,506 ※１ 1,500

貸倒引当金 △102 △88

投資その他の資産合計 5,223 5,368

固定資産合計 12,708 13,271

資産合計 39,194 41,423

４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年５月31日)

当連結会計年度
(2024年５月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 1,083 891

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 229 ※２ 111

未払金 728 847

未払費用 2,345 2,126

未払法人税等 490 992

未払消費税等 404 296

契約負債 2,564 2,282

役員賞与引当金 22 28

受注損失引当金 ※４ 245 ※４ 265

その他 181 243

流動負債合計 8,296 8,084

固定負債

長期借入金 ※２ 128 ※２ 17

リース債務 52 65

繰延税金負債 65 238

退職給付に係る負債 422 62

役員株式給付引当金 116 119

従業員株式給付引当金 36 39

長期未払金 176 176

債務保証損失引当金 ※５ 7 ※５ 3

預り保証金 23 24

固定負債合計 1,028 746

負債合計 9,325 8,831

純資産の部

株主資本

資本金 2,803 2,803

資本剰余金 4,379 4,379

利益剰余金 22,371 24,600

自己株式 △454 △403

株主資本合計 29,100 31,379

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 670 932

為替換算調整勘定 △2 △7

退職給付に係る調整累計額 93 279

その他の包括利益累計額合計 761 1,204

非支配株主持分 8 8

純資産合計 29,869 32,592

負債純資産合計 39,194 41,423
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2022年６月１日
　至　2023年５月31日)

当連結会計年度
(自　2023年６月１日

　至　2024年５月31日)

売上高

完成業務高 37,509 37,207

売上原価

完成業務原価 ※１,※２ 24,977 ※１,※２ 24,732

売上総利益 12,531 12,474

販売費及び一般管理費

役員報酬 739 710

給料及び手当 2,702 2,824

賞与 993 738

役員賞与引当金繰入額 22 28

退職給付費用 79 78

役員株式給付引当金繰入額 40 33

従業員株式給付引当金繰入額 11 10

法定福利費 679 649

旅費及び交通費 184 191

賃借料 463 609

減価償却費 174 255

のれん償却額 121 120

その他 ※３ 1,867 ※３ 1,873

販売費及び一般管理費合計 8,080 8,125

営業利益 4,451 4,348

営業外収益

受取利息 14 9

受取配当金 42 107

持分法による投資利益 94 108

不動産賃貸料 38 44

経営指導料 6 6

その他 40 38

営業外収益合計 235 313

営業外費用

支払利息 12 13

不動産賃貸費用 24 26

支払保証料 10 12

その他 13 11

営業外費用合計 61 65

経常利益 4,624 4,597

特別利益

固定資産売却益 ※４ 2 ※４ 0

特別利益合計 2 0

特別損失

固定資産除却損 ※５ 64 ※５ 3

減損損失 － 2

事務所移転費用 6 4

特別損失合計 70 10

税金等調整前当期純利益 4,556 4,587

法人税、住民税及び事業税 1,223 1,525

法人税等調整額 280 29

法人税等合計 1,504 1,555

当期純利益 3,051 3,032

親会社株主に帰属する当期純利益 3,051 3,032

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2022年６月１日
　至　2023年５月31日)

当連結会計年度
(自　2023年６月１日

　至　2024年５月31日)

当期純利益 3,051 3,032

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 57 262

為替換算調整勘定 △0 △4

退職給付に係る調整額 △67 185

その他の包括利益合計 ※１ △10 ※１ 443

包括利益 3,041 3,476

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,041 3,475

非支配株主に係る包括利益 0 0

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,803 4,379 20,050 △467 26,765

会計方針の変更による累積的影響額 △38 △38

会計方針の変更を反映した当期首残高 2,803 4,379 20,011 △467 26,726

当期変動額

剰余金の配当 △691 △691

親会社株主に帰属する当期純利益 3,051 3,051

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 13 13

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 2,360 13 2,373

当期末残高 2,803 4,379 22,371 △454 29,100

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 612 △0 160 771 7 27,544

会計方針の変更による累積的影響額 △38

会計方針の変更を反映した当期首残高 612 △0 160 771 7 27,505

当期変動額

剰余金の配当 △691

親会社株主に帰属する当期純利益 3,051

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 13

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

57 △1 △67 △10 0 △10

当期変動額合計 57 △1 △67 △10 0 2,363

当期末残高 670 △2 93 761 8 29,869

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2022年６月１日　至　2023年５月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,803 4,379 22,371 △454 29,100

当期変動額

剰余金の配当 △803 △803

親会社株主に帰属する当期純利益 3,032 3,032

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 51 51

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － 0 2,228 50 2,279

当期末残高 2,803 4,379 24,600 △403 31,379

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 670 △2 93 761 8 29,869

当期変動額

剰余金の配当 △803

親会社株主に帰属する当期純利益 3,032

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 51

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

262 △5 185 443 0 443

当期変動額合計 262 △5 185 443 0 2,723

当期末残高 932 △7 279 1,204 8 32,592

当連結会計年度（自　2023年６月１日　至　2024年５月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2022年６月１日
　至　2023年５月31日)

当連結会計年度
(自　2023年６月１日

　至　2024年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,556 4,587

減価償却費 539 619

のれん償却額 121 120

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9 △11

受注損失引当金の増減額（△は減少） △18 19

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △3 △3

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △58 △92

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 40 2

従業員株式給付引当金の増減額（△は減少） 15 2

受取利息及び受取配当金 △56 △116

支払利息 12 13

固定資産除却損 69 5

持分法による投資損益（△は益） △94 △108

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △253 649

棚卸資産の増減額（△は増加） 643 △10

契約負債の増減額（△は減少） △1,128 △281

仕入債務の増減額（△は減少） △789 △159

未払消費税等の増減額（△は減少） △49 △108

その他 △330 △280

小計 3,203 4,851

利息及び配当金の受取額 65 122

利息の支払額 △12 △13

法人税等の支払額 △1,873 △1,019

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,382 3,940

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △230 △353

定期預金の払戻による収入 200 200

有価証券の償還による収入 － 100

有形固定資産の取得による支出 △617 △510

有形固定資産の売却による収入 2 0

無形固定資産の取得による支出 △797 △692

投資有価証券の取得による支出 △1 △171

投資有価証券の売却による収入 － 653

投資有価証券の償還による収入 4 50

子会社株式の取得による支出 － △220

その他 △48 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,487 △941

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △213 △229

配当金の支払額 △691 △803

その他 △19 △25

財務活動によるキャッシュ・フロー △924 △1,058

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,029 1,940

現金及び現金同等物の期首残高 17,023 15,994

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 15,994 ※１ 17,935

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　12社

連結子会社の名称

株式会社エイト日本技術開発

日本インフラマネジメント株式会社

株式会社近代設計

株式会社共立エンジニヤ

共立工営株式会社

都市開発設計株式会社

株式会社北海道近代設計

株式会社アークコンサルタント

株式会社アイ・デベロップ・コンサルタンツ

株式会社二神建築事務所

株式会社ダイミック

EJEC(Thailand) Co.,Ltd.

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

株式会社エンジョイファーム他６社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社７社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いず

れも連結計算書類に重要な影響を及ぼしておらず、かつ全体として重要性がないため、連結の範囲から除

外しております。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称等

持分法を適用した関連会社の数　　　　1社

持分法を適用した関連会社の名称　　　株式会社演算工房

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称

株式会社エンジョイファーム他５社

（持分法を適用しない理由）

持分法を適用しない非連結子会社（６社）は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体として重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の直近の事業年度に係

る財務諸表を使用しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。
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４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②棚卸資産

未成業務支出金

　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

②投資不動産

　定率法

　ただし、有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産について、1998年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）、並びに、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は、定額法を採用して

おります。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　８年～60年

投資不動産　　　８年～50年

③無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

④リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②役員賞与引当金

　役員に支給する賞与の支払いに備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上してお

ります。

③受注損失引当金

　受注業務に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未成業務の損失見込額を計上して

おります。
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④役員株式給付引当金

　株式交付規程に基づく取締役のうち受益者要件を満たす者への株式の給付に備えるため、株式給付債務

の見込額を計上しております。

⑤従業員株式給付引当金

　株式交付規程に基づく執行役員その他所定の地位を有する者のうち受益者要件を満たす者への株式の給

付に備えるため、株式給付債務の見込額を計上しております。

⑥債務保証損失引当金

　関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案して損失負担見込額を計

上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。

また、過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により損益処理することとしております。

なお、一部の連結子会社については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　当連結グループは官公庁の公共事業等において、企画から施工監理までを一貫して提供できる総合建設コ

ンサルタント事業を行っております。

　当連結グループの主要な事業における履行義務の内容及び収益を認識する時点は以下のとおりでありま

す。

　①設計、調査業務契約に係る収益認識

　設計、調査業務では、社会インフラ整備全般に関する計画・調査・設計・維持管理等のサービスの提供を

行っております。

　設計、調査業務については、すべての成果品を納品した時点をもって収益を認識しており、一時点で履行

義務が充足される契約として、履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

　取引の対価は契約条件に基づき段階的に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

　②技術役務契約に係る収益認識

　技術役務業務は、主に発注者支援業務であり、国や地方自治体等が発注する公共工事で発注者が行う業務

を代行する補助業務であります。

　技術役務業務については、その役務提供が完了した時点をもって収益を認識しておりますが、一定の期間

にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、一定の期間にわた

り収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積り方法については、主として見積総

原価に対する実際原価の割合（インプット法）によっております。

　取引の対価は契約条件に基づき段階的に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。
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(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、発生原因に応じて20年以内での均等償却を行っております。ただし、金額が僅少なものについ

ては発生年度に全額償却することとしております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（会計方針の変更）

（営業活動費用の会計処理）

　従来、受注前の営業活動に係る費用の一部については売上原価として計上しておりましたが、新しい業務管理

システムの導入を契機として費用管理区分の見直しを行い、より適切な方法としてこれらの費用を当連結会計年

度の期首より販売費及び一般管理費に含めることとしております。

　当該会計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については、遡及適用後の連結財務諸表となっておりま

す。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の連結貸借対照表は、棚卸資産が67百万円減少、繰延

税金資産が20百万円増加しております。また、前連結会計年度の連結損益計算書は、売上原価が２億26百万円減

少し、売上総利益は同額増加、販売費及び一般管理費が２億38百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ11百万円減少、親会社株主に帰属する当期純利益は８百万円減少しており、１株当た

り純利益は52銭減少しております。さらに、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことに

より、利益剰余金の前期首残高は38百万円減少しております。
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（追加情報）

（株式報酬制度）

１．役員向け株式交付信託

当社は、2018年８月24日開催の第11回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会決議に基づき、当社

取締役（社外取締役を除きます。）及び一部の連結子会社の取締役（社外取締役を除きます。）のうち受

益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた取締役向け株式報酬制度（以下、「本制度」といいま

す。）を導入し、2021年８月27日開催の第14回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会において、本

制度の新規導入、継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７

日）

なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当

社株式を取得し、当社及び連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各取締役に対するポイント

の数に相当する数の当社株式が本信託を通じて交付される業績連動型株式報酬制度であります。

なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時であります。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度

末351百万円、338,241株、当連結会計年度末310百万円、298,972株であります。

２．従業員向け株式交付信託

当社は、2018年７月13日の取締役会決議に基づき一部の連結子会社の執行役員その他所定の職位を有す

る者のうち受益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた従業員向け株式報酬制度（以下、「本制

度」といいます。）を導入し、2021年８月27日開催の当社の取締役会及び連結子会社の取締役会におい

て、本制度の継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７日）

なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当

社株式を取得し、連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各従業員に対するポイントの数に相

当する数の当社株式が本信託を通じて交付される業績連動型株式報酬制度であります。

なお、従業員が当社株式の交付を受ける時期は、原則として退職時であります。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度

末101百万円、110,494株、当連結会計年度末91百万円、98,886株であります。
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前連結会計年度
（2023年５月31日）

当連結会計年度
（2024年５月31日）

投資有価証券（株式） 927百万円 1,251百万円

投資その他の資産「その他」

（出資金）
226百万円 234百万円

前連結会計年度
（2023年５月31日）

当連結会計年度
（2024年５月31日）

建物及び構築物 10百万円 10百万円

土地 14百万円 14百万円

計 25百万円 24百万円

前連結会計年度
（2023年５月31日）

当連結会計年度
（2024年５月31日）

１年内返済予定の長期借入金 8百万円 10百万円

長期借入金 28百万円 17百万円

計 37百万円 28百万円

前連結会計年度
（2023年５月31日）

当連結会計年度
（2024年５月31日）

未成業務支出金 2,910百万円 2,921百万円

貯蔵品 3百万円 2百万円

計 2,913百万円 2,924百万円

前連結会計年度
（2023年５月31日）

当連結会計年度
（2024年５月31日）

棚卸資産（未成業務支出金）

に係るもの
16百万円 30百万円

前連結会計年度
（2023年５月31日）

当連結会計年度
（2024年５月31日）

㈱那賀ウッド

債務保証損失引当金

7百万円

7百万円

㈱那賀ウッド

債務保証損失引当金

3百万円

3百万円

差引 －百万円 差引 －百万円

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　　　担保付債務は、次のとおりであります。

※３　棚卸資産の内訳

※４　損失の発生が見込まれる業務契約に係る棚卸資産と受注損失引当金は、相殺表示しております。相殺表

示した棚卸資産に対応する受注損失引当金の額は次のとおりであります。

※５　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。
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前連結会計年度
（自　2022年６月１日

　　至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

　　至　2024年５月31日）

完成業務原価 △31百万円 13百万円

前連結会計年度
（自　2022年６月１日

至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

至　2024年５月31日）

67百万円 34百万円

前連結会計年度
（自　2022年６月１日

　　至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

　　至　2024年５月31日）

96百万円 75百万円

前連結会計年度 当連結会計年度

（自　2022年６月１日 （自　2023年６月１日

　　至　2023年５月31日） 　　至　2024年５月31日）

機械装置及び運搬具 1百万円 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円 0百万円

計 2百万円 0百万円

前連結会計年度
（自　2022年６月１日

　　至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

　　至　2024年５月31日）

建物及び構築物 9百万円 －百万円

工具、器具及び備品 0百万円 －百万円

撤去費用 53百万円 3百万円

計 64百万円 3百万円

（連結損益計算書関係）

※１　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

※２　完成業務原価に含まれている受注損失引当金繰入額

※３　一般管理費に含まれている研究開発費の総額

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
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前連結会計年度
（自　2022年６月１日

至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

至　2024年５月31日）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 71百万円 364百万円

組替調整額 －百万円 －百万円

税効果調整前 71百万円 364百万円

税効果額 △13百万円 △102百万円

その他有価証券評価差額金 57百万円 262百万円

為替換算調整勘定：

当期発生額 △0百万円 △4百万円

退職給付に係る調整額：

当期発生額 △21百万円 301百万円

組替調整額 △75百万円 △33百万円

税効果調整前 △96百万円 267百万円

税効果額 29百万円 △81百万円

退職給付に係る調整額 △67百万円 185百万円

その他の包括利益合計 △10百万円 443百万円

（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 16,078,920 － － 16,078,920

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 463,740 40 14,378 449,402

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2022年８月26日

定時株主総会
普通株式 691 43 2022年５月31日 2022年８月29日

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

 2023年８月30日

定時株主総会
普通株式 803 利益剰余金 50 2023年５月31日 2023年８月31日

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2022年６月１日　至　2023年５月31日）

１　発行済株式に関する事項

２　自己株式に関する事項

（注）１　普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式買取り40株によるものであります。

２　普通株式の自己株式の減少は、信託による株式報酬制度で当該信託からの交付による減少14,378株（「役員向

け株式交付信託」2,467株、「従業員向け株式交付信託」11,911株）によるものであります。

３　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、「役員向け株式交付信託」及び「従

業員向け株式交付信託」が所有する当社株式が含まれております（当連結会計年度期首「役員向け株式交付信

託」340,708株、「従業員向け株式交付信託」122,405株、当連結会計年度末「役員向け株式交付信託」

338,241株、「従業員向け株式交付信託」110,494株）。

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（注）　配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式に対する配

当金19百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）　配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式に対する配

当金22百万円が含まれております。
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 16,078,920 － － 16,078,920

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 449,402 404 50,937 398,869

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2023年８月30日

定時株主総会
普通株式 803 50 2023年５月31日 2023年８月31日

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2024年８月29日

定時株主総会
普通株式 884 利益剰余金 55 2024年５月31日 2024年８月30日

当連結会計年度（自　2023年６月１日　至　2024年５月31日）

１　発行済株式に関する事項

２　自己株式に関する事項

（注）１　普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式買取り404株によるものであります。

２　普通株式の自己株式の減少は、単元未満株式買増し60株、信託による株式報酬制度で当該信託からの交付によ

る減少50,877株（「役員向け株式交付信託」39,269株、「従業員向け株式交付信託」11,608株）によるもので

あります。

３　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、「役員向け株式交付信託」及び「従

業員向け株式交付信託」が所有する当社株式が含まれております（当連結会計年度期首「役員向け株式交付信

託」338,241株、「従業員向け株式交付信託」110,494株、当連結会計年度末「役員向け株式交付信託」

298,972株、「従業員向け株式交付信託」98,886株）。

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（注）　配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式に対する配

当金22百万円が含まれております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）　配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式に対する配

当金21百万円が含まれております。
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前連結会計年度
（自　2022年６月１日

至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

至　2024年５月31日）

現金及び預金勘定 17,092百万円 19,186百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△1,097百万円 △1,251百万円

現金及び現金同等物 15,994百万円 17,935百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自　2022年６月１日　至　2023年５月31日）及び当連結会計年度（自　2023年６月１日　

至　2024年５月31日）

経営資源の配分の決定及び業績評価の観点から、当連結グループは総合建設コンサルタント事業のみを営

んでおり、単一セグメントであるため、開示すべき事項はありません。
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前連結会計年度
（自　2022年６月１日

至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

至　2024年５月31日）

１株当たり純資産額 1,910.56円 2,078.04円

１株当たり当期純利益 195.32円 193.62円

前連結会計年度
（2023年５月31日）

当連結会計年度
（2024年５月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 29,869 32,592

純資産の部の合計額から控除する

金額（百万円）
8 8

（うち非支配株主持分（百万円）） （8） （8）

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
29,861 32,583

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた期末の普通株式の数（株）
15,629,518 15,680,051

前連結会計年度
（自　2022年６月１日

至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

至　2024年５月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
3,051 3,032

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る当期純利益（百万円）
3,051 3,032

普通株式の期中平均株式数（株） 15,624,348 15,661,776

（１株当たり情報）

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

４　「１株当たり純資産額」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式交付信

託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式を期末の普通株式の数の計算において控除する自

己株式に含めております（前連結会計年度「役員向け株式交付信託」338,241株、「従業員向け株式交付信

託」110,494株、当連結会計年度「役員向け株式交付信託」298,972株、「従業員向け株式交付信託」98,886

株）。

５　「１株当たり当期純利益」の算定上、株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式交付

信託」及び「従業員向け株式交付信託」が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております（前連結会計年度「役員向け株式交付信託」339,128株、「従業員向け株式交付信

託」114,798株、当連結会計年度「役員向け株式交付信託」313,168株、「従業員向け株式交付信託」

103,081株）。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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業務別
前連結会計年度

（自　2022年６月１日
至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

至　2024年５月31日）

建設コンサルタント業務 32,377 32,677

調査業務 4,837 4,616

合計 37,215 37,294

業務別

前連結会計年度
（自　2022年６月１日

至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

至　2024年５月31日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高

建設コンサルタント業務 33,358 23,685 33,996 25,087

調査業務 4,890 2,486 4,752 2,626

合計 38,249 26,171 38,749 27,713

業務別
前連結会計年度

（自　2022年６月１日
至　2023年５月31日）

当連結会計年度
（自　2023年６月１日

至　2024年５月31日）

建設コンサルタント業務 32,589 32,595

調査業務 4,919 4,611

合計 37,509 37,207

５．その他

（１）役員の異動

該当事項はありません。

（２）生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

（単位：百万円）

（注）　上記の金額は販売価格に生産進捗率を乗じて算出しております。

② 受注実績

（単位：百万円）

③ 販売実績

（単位：百万円）
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